
 

特定放射性廃棄物の最終処分に関する法律等 

の一部を改正する法律案について 
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（１）高レベル放射性廃棄物等の最終処分の計画的かつ確実な実施 

原子力発電後の使用済燃料から再利用可能なウラン・プルトニウム等の有用物質

を分離回収し（再処理）、これを燃料として再利用する核燃料サイクルの一連の工程

からは、放射能レベルが高く、深地層中での処分が必要となる高レベル放射性廃棄

物や長半減期低発熱放射性廃棄物（以下「ＴＲＵ廃棄物」という。）が発生する。 

核燃料サイクルの円滑な推進には、これらの放射性廃棄物の最終処分を計画的か

つ確実に実施することが必要不可欠であるため、処分制度の対象廃棄物を追加し、

その処分計画の策定や処分費用の確保等に係る制度を整備する。 

 

（２）高レベル放射性廃棄物等の最終処分の安全な実施 

高レベル放射性廃棄物等の深地層中での処分を安全に実施するため、この最終処

分に係る安全規制を整備する。 

 

※長半減期低発熱放射性廃棄物（ＴＲＵ廃棄物）：ウランより原子番号の大きい（Trans-Uranium）

元素を含む廃棄物であり、放射能の減衰に長期間を要する。 

 

 

高レベル放射性廃棄物等の最終処分を安全かつ確実に実施するため、特定放射性廃

棄物の最終処分に関する法律（最終処分法）、原子力発電における使用済燃料の再処理

等のための積立金の積立て及び管理に関する法律（再処理等積立金法）、核原料物質、

核燃料物質及び原子炉の規制に関する法律（原子炉等規制法）について、以下のよう

な措置を講ずる。 

 

（１）高レベル放射性廃棄物等の最終処分の実施に向けた制度の整備（最終処分法） 

①原子力発電環境整備機構による最終処分の対象に、現行法の対象である高レベ

ル放射性廃棄物に加え、以下の放射性廃棄物を追加する。 

・ 再処理や、分離したウラン・プルトニウムの燃料加工の工程で発生するＴ

１．法律改正の目的 

２．法律改正の概要 
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ＲＵ廃棄物のうち、深地層中での処分が必要なもの 

・ 海外での再処理に伴い発生したＴＲＵ廃棄物と一定の基準に基づき交換さ

れ、返還される高レベル放射性廃棄物 

②これらの放射性廃棄物の最終処分に要する費用の拠出を、廃棄物の発生原因者

である再処理施設の設置者等に義務付ける。 

 

（２）最終処分法の改正に伴う積立金の金額の変更（再処理等積立金法） 

最終処分対象の追加に伴い、発電用原子炉の設置者が過去に行った発電によって

生じた使用済燃料の再処理等に要する費用に充当するために積み立てるべき金額

を変更するための規定を設ける。 

 

（３）高レベル放射性廃棄物等の最終処分に係る安全規制の整備等（原子炉等規制法） 

①高レベル放射性廃棄物等の深地層中での処分の事業を行おうとする事業者を

許可にかからしめるとともに、放射性廃棄物を埋設するための坑道の閉鎖の際

に認可を受けること等を義務付ける。 

②廃棄の事業を行う者がその事業所においてプルトニウム等を取り扱う場合は、

核物質防護措置等を講じることを義務付ける。 

 

 

 

 

（１）青森県六ヶ所村の再処理施設の本格稼働や海外からのＴＲＵ廃棄物の返還が来

年度以降予定されており、今後、ＴＲＵ廃棄物等の発生が本格化することから、核

燃料サイクルを円滑に推進していくため、これらの放射性廃棄物の最終処分に係る

制度措置を早急に講じることが必要。 

 

（２）高レベル放射性廃棄物等の最終処分に係る安全規制体系を早期に明確化するこ

とが必要。 

 

（３）本法律案による改正事項については、我が国の原子力政策の方針を定めた「原

子力政策大綱」（平成１７年１０月原子力委員会決定、同月これを尊重する旨の閣議

決定）において、これらの制度措置の検討及び整備を行うこととされている。 

３．今通常国会に提出する必要性 



○高レベル放射性廃棄物やＴＲＵ廃
棄物が発生、蓄積

・海外からの高レベル放射性廃棄物等
の返還、再処理工場の試運転開始等
高レベル放射性廃棄物等が発生、蓄積

・現行の廃棄物埋設事業規制は原子力
発電所から発生する低レベル放射性廃
棄物のみが対象

・高レベル放射性廃棄物等については、
特廃法(注)において、安全規制は別に
法律で定めるとされていたところ

○高レベル放射性廃棄物の処分主
体が設立

・平成１２年、高レベル放射性廃棄物の
処分主体ＮＵＭＯ（原子力発電環境整
備機構）が設立、活動を開始

○高レベル放射性廃棄物等の安全
規制整備に必要な技術的知見等
が蓄積

○高レベル放射性廃棄物等の埋設
事業に係る安全規制を整備

次の規制を導入

・事業の許可制
・埋設施設の設計及び工事の方法
認可、使用前検査

・保安措置義務
・閉鎖措置(坑道の埋戻し)計画の

認可、確認
等

○一定のプルトニウム等を取扱う廃
棄物埋設事業者に対し核物質防
護措置を義務づけ

○高レベル放射性廃棄物等の埋
設事業に係る安全規制を整備
することにより、以下の効果が
前広に期待される。

・高レベル放射性廃棄物等の埋

設事業を安全かつ確実に実施。

・ＮＵＭＯが行う今後の最終処分

施設に係る調査活動を確実に
実施させる。

・高レベル放射性廃棄物等の最

終処分の安全確保に関する国
民理解の向上に資する。
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低レベル放射性廃棄物の一部は埋設を実
施（日本原燃（株）廃棄物埋設施設）

現行の規制対象

原子力発電所から発生した低レベル放射性廃棄物高レベル放射性廃棄物等

放射性廃棄物の分類と最終処分の方法

放射能レベル高 低

ＴＲＵ廃棄物

ガラス固化体
（高レベル放射性廃
棄物をガラスで固型
化した物）

ＴＲＵ廃棄物
（再処理施設、ＭＯＸ燃料加工施設から発生したプ
ルトニウム等を含む放射性廃棄物）

改正により追加される規制対象

第二種廃棄物埋設第一種廃棄物埋設 政令で定め
る濃度

１．改正の背景 ２．改正の概要 ３．改正の効果

特定放射性廃棄物の最終処分に関する法律等の一部を
改正する法律案（原子炉等規制法の改正部分）の概要

（参考１）
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（注）現状の廃棄物埋
設事業に係る規制
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第１種廃棄物埋設事業の安全規制体系

（参考２）

注 特廃法：特定放射性廃棄物の最終処分に関する法律


